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（３） 人口・老年人口割合の推計 

 

国立社会保障・人口問題研究所が 1997 年５月に行った人口推計では、将来的な人口

減少及び高齢化の進展が推計されている。 

 

 

人口推計 

                                 （年、万人、％） 

 1997 2000 2005 2010 2015 2020 2025 

全  国 12,617 12,692 12,768 12,762 12,644 12,413 12,091 

北 海 道 570 568 567 561 549 532 511 

対全国比 4.5 4.5 4.4 4.4 4.3 4.3 4.2 

 

出典：総務省統計局「人口推計年報」－（1997 年推計値） 

  ：総務省統計局「国勢調査」－（2000 年） 

  ：国立社会保障・人口問題研究所資料（2000 年以降推計値） 

 

 

老年人口割合推計（65 歳以上／対総人口） 

（年、％） 

 1997 2000   2005 2010 2015 2020 2025 

全  国 15.7 17.2 19.6 22.0 25.2 26.9 27.4 

北 海 道 16.1 18.0 20.7 23.2 26.9 29.4 30.3 

 

出典：総務省統計局「人口推計年報」－（1997 年推計値） 

  ：総務省統計局「国勢調査」－（2000 年） 

  ：国立社会保障・人口問題研究所資料（2000 年以降推計値） 



市町村別の人口増減率の推移（1985年～2000年）

出典：総務省「国勢調査」
注　 ：2000年度は速報値

　2000年国勢調査（速報値）によると、北海道の人口は568万2950人で前回調査（1995
年）に比べて0.2％減少（1990年から1995年は、0.9％増加、1885年から1990年は、0.6％
減少）。市町村別にみると、札幌市を中心とした道央圏と一部の中核的な都市圏を除
けば減少傾向にある。

1985年～1990年 1990年～1995年

-6%未満
-6%以上 ～-3%未満
-3%以上 ～ 0%未満
0%以上 ～ 3%未満
3%以上 ～ 6%未満
6%以上

資料：総務庁「国勢調査」　但し、平成１２年は速報値

1995年～2000年

４
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（４）圏域別将来人口の推移 

 

第３次北海道長期総合計画によると、計画最終年の 2007 年の人口は、1995 年と比

較し 2.1％増の 581 万人、地域別では、道央・十勝圏域で人口増加、その他の圏域で

は減少することが推計されている。 

 

 

 

圏域別将来人口の推移 

（単位：千人、％） 

 1995 年 2000 年（参考） 2007 年 増加率(対 1995 比) 

5,692 5,683 5,810 全     道 

 100.0 100.0 100.0 

2.1 

532 517 521 道     南 

 9.3 9.1 9.0 

－2.1 

3,369 3,413 3,518 道     央 

 59.2 60.0 60.6 

4.4 

711 694 692 道     北 

 12.5 12.2 11.9 

－2.7 

357 358 365 十     勝 

 6.3 6.3 6.3 

2.2 

377 363 371 根     釧 

 6.6 6.4 6.4 

－1.6 

347 338 343 オ ホ ー ツ ク 

 6.1 6.0 5.9 

－1.2 

 

注１：下段は道内人口構成比 

 ２ 2000 年は国勢調査速報値 

出典：第３次北海道長期総合計画地域編 

   総務省「国勢調査」 
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２ 経済・産業の状況 
（１）最近の北海道経済の動向 

 
北海道地域では、景気は大幅に悪化（２四半期連続で下方修正され、依然として 

全国で最悪の水準）。個人消費が弱含んでおり、雇用情勢は厳しい状況にある。 

 
① 地域経済動向（01.8.23 内閣府）における北海道の経済動向に関する総括表現 
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（備考）○は今回（01.8.23）調査の判断、※は前回（01.5.24）調査の判断 
出典：内閣府「地域経済動向」 

 
 ② 経済成長率の推移 

北海道拓殖銀行破綻（97.11）、有珠山噴火（00.3）の影響もあり、北海道経済は依
然として低迷している。 

   

経済成長率の推移
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出典：北海道「道民経済計算年報」 
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③ 雇用の動向 
 

失業率については、2000 年１－３月で過去最悪（6.5％）を記録し、その後も引き
続き高水準で推移し、極めて厳しい状況。 

 
 

   

北海道と全国の完全失業率の推移

5.9
5.1

2.9

3.2

3.0 2.9 2.9 3.2
3.8 3.8

4.9 4.9
5.5

2.1 2.1 2.2 2.5 2.9

3.2

3.4 3.4
4.1

4.7 4.7

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01
（年）

（％）

北海道
全国

 
出典：内閣府「地域経済動向」          
注 ：2001 年については、４～６月の四半期データ 
 
 
 

 
北海道における有効求人倍率は、低迷が続き、全国との格差も拡大している。 

 

   

有効求人倍率
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出典：内閣府「地域経済動向」          
注 ：2001 年については、４～６月の四半期データ 
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（２）北海道の産業構造と工業出荷額の推移 
 

 北海道の工業出荷額の全国シェアは、1955 年の約３％から 1985 年に約２％に低下
し、それ以降、横ばいである。 

 
 
 

北海道における工業出荷額と全国に占める比率の推移
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出典：経済産業省「工業統計表」 
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産業構造の変化をみると、農林水産業、製造業の割合が減少しサービス業

が増加している。 

 

 

道内・国内総生産における産業構造の推移 

北海道

0% 20% 40% 60% 80% 100%

90

95

98

（年） 農林水産業
鉱業

製造業
建設業
電気・ガス・水道業

卸売り・小売業
金融・保険業
不動産業

運輸・通信業
サービス業

政府サービス生産者
非営利サービス生産者

 

出典：北海道「道民経済計算年報」 
 

全　国
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出典：内閣府「国民経済計算年報」 
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（３）製造業における付加価値額の比較 

 北海道の業種別一人当たり付加価値額を全国と比較すると、ほとんどの業

種で全国を下回り、全業種平均でみても付加価値額が低くなっている。 

一人当たり付加価値額の推移（全業種平均）
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出典：経済産業省「工業統計表」 

業種別一人当たり付加価値額の比較（1999年）
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出典：経済産業省「工業統計表」 

（年） 
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（４） 域際収支の推移（輸移出と輸移入の差の推移） 

 北海道の域際収支をみると、輸移入額が輸移出額を上回っており、他のブ

ロックと比較し、その総支出に占める比率は高くなっている。 

 

北海道の域際収支の推移
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地域別域際収支の総支出との関係（1998年度）
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出典：北海道「道民経済計算年報」、内閣府「県民経済計算年報」 
注 ：数値は名目値 
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（５） 公的資本形成の割合 

 総支出に占める公的資本形成の割合をブロック別にみると、北海道が最も

高くなっている。 

 

総支出に占める公的総固定資本形成構成比の推移
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出典：内閣府「国民経済計算年報」、北海道「道民経済計算年報」 

注 ：数値は名目値 

ブロック別公的総固定資本形成構成比比較
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（年）

Ⅲ ６期計画の主要施策に関する現状 
 
１ 地球規模に視点を置いた食料基地を実現し成長期待産業等を 

育成する施策 
（１）地球規模に視点を置いた食料基地の実現 
 

［対応する主な課題］ 

・ 食料の質・量両面の安定確保 

・ 国際化に対応したコスト・品質面の向上 

・ 担い手の減少、耕地面積の減少の懸念等への対応 

  
① 農水産物の安定的生産 

・ 我が国の食料供給を担う農業の展開 

 我が国の食料自給率は減少で推移しており、近年はカロリーベースで 40％

まで低下。主要先進国の中で最低の水準。 

 

我が国の食料自給率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：農林水産省「食料需給表」 
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（年）

主要先進国の供給熱量自給率の推移 

 

出典：農林水産省「食料需給表」、FAO「Food Balance Sheets」 
 
 

 北海道の耕地面積は約 120 万ｈａであり、近年、微減傾向で推移。全国の

耕地面積が減少傾向で推移していることから、全国シェアは拡大傾向で推移

しており、全国の約４分の１を占める（北海道の自給率は 178％で、都道府

県別比較では最も高い。）。 

 

耕地面積の推移（北海道、全国シェア）
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出典：農林水産省「耕地及び作付面積統計」 





 １６

 一戸当たりの経営耕地面積は拡大しており、2000 年で 17.0ｈａであり、全

国の 11.3 倍となっている。 

 

 

 北海道における農業生産法人数は 2000 年１月現在で 1,794 法人となってお

り、近年は増加傾向にある。 

 

 

農家１ 戸当たり耕地面積の推移（北海道、全国）
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出典：農林水産省「耕地及び作付面積統計」、「生産農業所得統計」、「農業センサス」

農業生産法人数（北海道）
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 １７

 ほ場整備事業、畑地帯総合土地改良事業などによるほ場の大区画化、排水

改良等により労働生産性は大きく改善している。 

 

年間労働時間の推移（北海道、10ａ当たり、搾乳牛１頭当たり）
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         出典：農林水産省「農産物生産費統計」「畜産物生産費統計」 



 １８

 

 北海道では、大規模で専業的な農家を主体に、生産性の高い農業が展開され

ており、多くの農産物が都府県に比べ７～８割の低コストで生産されている。 

 

主要農畜産物の全算入生産費の比較（1999 年） 

 

出典：農林水産省「農産物生産費統計」、「畜産物生産費統計」 

注 ：米、小麦は 60ｋｇ当たり、生乳は 100ｋｇ当たりの数値 
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 農業就業人口の年齢階層別の構成比では、北海道は都府県と比べると大きく

下回っているものの 65 歳以上の層の割合が増加傾向にあり、北海道の農村に

おいても高齢化が着実に進行している。 

 

 農家子弟の新規就農者は、年間 500 人程度で推移しているが、円滑な経営

継承は困難な状況にある。 
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・ 資源管理型漁業とつくり育てる漁業の総合的推進 

 北海道の漁業生産は、漁獲量において全国的に減少傾向の中、シェアで 
25.5％を占めるに至っており、漁獲金額のおいても 16.3％を占め、いずれも全

国第一位となっている。 
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出典：農林水産省「漁業・養殖業生産統計年報」
　　　　　　　　　　　　「北海道農林水産統計年報」
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 北海道における平均漁業所得は、全国平均を若干上回るものの、ゆっくりと

した減少傾向にある。 

 

全国と北海道の平均漁業所得の推移
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出典：農林水産省｢漁業経済調査報告｣ 
 

 北海道における男子 39 歳以下の漁業就業者数については、全国的に大きく

減少している中、微減傾向にあり、全国に占める割合は近年 18％前後を推移

している。 

 

全国と北海道の漁業就業者数、シェア推移（男、３９歳以下）
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 ２３

② 消費者ニーズに視点を置いた食料・食品の生産・加工・流通体制の確立 
 

 北海道の食品製造業の付加価値率は、全国と比べると低い水準にあり、概ね

95 年まで増加した後、近年は微減傾向にある。 

 

 

 

病害虫の発生しにくい冷涼な気候等を活かしたクリーン農業の取組みが広

がり、北海道独自のクリーン農産物表示制度の登録生産集団が大きく増えて

いる。 

 

北海道独自のクリーン農産物表示制度に係る登録集団数 
年   度 １９９９ ２０００ 

登録集団数(累計) １０ ４３ 

注：「北のクリーン農産物表示制度」(YES!clean)に係るものである。 

出典：北海道開発局調べ 

 

食品製造業の付加価値率の推移
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（２）新たな成長期待産業の育成 

 
［対応する主な課題］ 

・ 産学官協働による既存集積分野の発展促進 

・ 新たに成長が見込まれる分野の産業育成基盤整備 

 
① 寒地対応型を中心とした住宅・ハウスウェア関連産業 
 

 住宅、ハウスウェア関連産業では、高気密・高断熱等による寒冷地対応型

住宅や、高齢化の進行等を踏まえ、高齢者等に対応したバリアフリー化住宅

等へのニーズが高い。 

 
住宅建設時に最も重視する事項（2000 年度） 

    北海道 全国 

建設時 1 断熱性 39.8% 日照 19.4% 

  2 日照 16.2% 耐久性 17.0% 

  3 バリアフリー 14.0% 断熱性 15.6% 

1 断熱性 33.3% バリアフリー 17.4% 

2 バリアフリー 17.4% 日照 16.9% 

次回 

建設時 

  3 日照 14.0% 耐久性 15.1% 

出典：住宅金融公庫「住宅・建築主要データ 
調査報告」 

 

北海道の住宅におけるバリアフリー設備の増改築実績
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   出典：総務省「住宅都市統計調査報告」 

北海道における住宅の遮音性、
断熱性に対する評価（1998年度）

　　出典：北海道
　　　「住宅需要実態調査結果報告」
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 ２５

② リサイクル産業を中心とした環境関連産業 
 

 北海道の廃棄物処理業は、市場規模が小さいながらも年々増加している。 
 北海道では農業、漁業、建設業などからの産業系の廃棄物等が多く、これ

らを活用した製品開発の取組が進められている。 

 
 

北海道における廃棄物処理業者の推移 
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出典：総務省「事業所・企業統計調査」 

 

 

（廃棄物からのリサイクル製品開発事例） 
～鮭皮コラーゲンを利用した化粧品開発 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：(財)北海道地域技術振興センター「クラスターレポート 2000-2001」 
 
 

これまで鮭フレーク工場等で廃棄されていた鮭皮

から、安全で高品質な海洋性コラーゲンを抽出、精

製し、化粧品原料として生産。海洋性コラーゲン（商

標：オーシャンコラーゲン）を原料とした基礎化粧

品（商標：Apony）を商品化し、2001 年度から本格

販売を目指す。 
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③ 高齢化・過疎化の進展を踏まえた医療・福祉関連産業 
 

 北海道では全国を上回るスピードで急速な高齢化が進行。今後もこの傾向

は続くと推計される。特に地方部での高齢化が顕著であり、遠隔地の医療体

制の構築、関連産業の育成等へのニーズが高い。 

 
高齢化（65 歳以上）人口比率の推移 
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出典：総務省「国勢調査」 
     国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口推計」 

（財）日本統計協会「市町村の将来人口」 
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出典：総務省「統計で見る市区町村のすがた」 

一般病院数（可住地面積 100k ㎡当たり）の割合 
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④ 快適な冬の生活の実現を中心とした都市環境関連産業 
 

北海道では、寒冷地土木技術、融雪技術等の蓄積を生かし、札幌市など都

市部で、消融雪設備や凍結防止資材の需要が拡大し、開発、普及が進むなど、

快適な冬の生活を中心とした都市環境関連産業の成長が期待されている。 

 
       

 
 
 
 
 
 
 
 

 
出典：(財)北海道地域技術振興センター「クラスターレポート 2000-2001」 

 
 

札幌市における民生用消融雪設備工事件数（累計） 
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出典：北海道融雪工業会調べ 

 

 

北大の森吉教授の技術シーズをもとに、電気エ

ネルギー等を使わないで、階段や歩道の凍結によ

る転倒事故を防止できるゴムマットの開発を札幌

市内の企業が検討。現在、実用試験中。2001 年秋

以降の事業化を目指す。（札幌市委託事業。北大と

共同研究。） 

（資材開発事例）～凍結防止ゴムマット 

（年度） 
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⑤ その他 
 
 北海道の情報処理産業は近年急速に成長しており、今後とも成長が期待さ

れる。特に、札幌圏を中心に「サッポロバレー」と呼ばれる企業及び研究開

発機関の集積がみられる。 

北海道における情報処理産業売上高
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出典：北海道経済産業局「北海道 IT レポート 2000」 
 

北海道における情報処理産業従業者数
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出典：北海道経済産業局「北海道情報処理産業実態調査」 
 

ソフト系 IT 事業所数 

  事業所数 

東京 23 区 9,713

大阪 2,646

名古屋 1,240

横浜 1,137

福岡 966

札幌 903

仙台 513

広島 509

出典：国土交通省調べ 

（億円） 
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工場立地件数の推移をみると、1989 年にピークを迎え、その後、減少、近
年では横ばいとなっている。 

 
 

北海道における工場立地件数の推移 

134

204

277
248

207

170

80
61

85 79 77
58 59

0

50

100

150

200

250

300

(件)

87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 (年)

出典：経済産業省「工場立地動向調査」 



 ３１

（３）森林を支える産業の育成 

 
［対応する主な課題］ 

・ 北海道の恵まれた自然環境の保全 

・ 自然と共生する地域社会の形成 

 
 北海道の森林面積は総面積の約７割、約 558 万ｈａ、全国森林面積の約２割

を占め、国有林の割合が高い。近年、その変動はあまり見られない。 
一方、森林蓄積は、戦後植林された生育途上の若齢人工林が多く、資源の成

熟化に伴い増加傾向にある。 
 

北海道の森林面積の推移 
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出典：北海道「北海道林業統計」 
 

北海道の森林蓄積の推移 
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出典：北海道「北海道林業統計」 



 ３２

木材価格の低迷や木材の需要構造の変化等により生産活動が停滞してきて
おり、北海道においても林業粗生産額は年々減少傾向にある。 

 

北海道における林業粗生産額の推移 
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 北海道の木材関連工業出荷額は年々減少傾向にあるが、全工業出荷額に占
める割合が高く、基幹産業として位置づけられる（全国 4.8％に対し北海道

14.1％）。特に、パルプ・紙・紙加工品の生産額が多くなっている。 
       

北海道における木材関連工業出荷額推移 
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出典：北海道「北海道林業統計」 


